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ケインズ経済学とマクロ経済学

郎

1肖資大

マクロ経済学とはなにか。ひと言で言えばそれはr国民所得y を明示的に決定するモデルであ 

る。」このような一見簡単明瞭な回答が問題となったのは，実はミクロ経済理論のケインズ経済学 

における再構築に関連してなされたものである。ケインズ自身は「一般理論J において古典派との 

対決からミクロ経済学への言及をたびたび行っている。しかしより新しくは，レイヨンフーヴドが 

「ケインズの経済学とケインズ経学」〔11〕においてクラウア一〔1〕の再決定仮説を取り上げ， 

ケインズのマクロ経済学がミクロ経済理論にどのような分析的基礎を据えているかを明らかにしよ 

うとしたことに始まる。マクロ経済学あるいはケインズ経済学のミクロ的基礎なるものも実はかな 

り多様なのであるが，大別して企業や家計のミクロ合理的行動にもとづく選択理論的諸仮説と，い 

ま一つ交換手段たる貨幣の本質から半ば「貨幣哲学」的考察を探求するものとから成る。私の主題 

は’ しかしマクロ経済学のミクロ的基礎ではない。むしろマクロ経済学がミクロ経済学（資源配分の 

理論）とは異なる理論的基盤を明らかにしてみたい。とりあえず私が足がかりとしてあえて取り上 

げるのは，コディントン〔2 〕のケインズ経済学における三つの類型であり，とりわけ彼の「水力学 

的」ケインズ経済学が，なぜにマクロ経済学の特色たりうるのかを説明してみたい。

コディントンはケインズ経済学を三つの類塑に分け，これを「ファンダメンタリスト」的ケイン 

ジアン， r水力学的ケインジアン」および「再構築された遺元主義」としている。 ファンダメンタ 

リストの代表は，たとえぱ J . ロビンソンであり，G. L. S .シャックルである。彼らはケインズの 

一般理論!; 7 〕およびそのエッセンスたる論文〔8 〕に依拠した忠実なる原典主義者であり，とりわけ 

彼らが強調するのは将来享象の期待の（ある意味で解析不可能な）不確実性である。たしかにケインズ 

は古典派が貨幣の理論を価値の理論から分離する（貨幣数量説）のに対し，貨幣が価値の理論に介入 

するのは，貨幣の特徴が過去から現在へのリンクだからであるとしている。さらに，ファンダメン 

タリストは，その r歴史モデル（historical model)Jからして当然静学的均衡における無時間性に攻 

擊の餘先を向ける。均衡理論はある種の状態の描写であって，なんらかの価値を決定する，あるい
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は決定を指向するなんらかの状態ではないという。ただし，ファンダメンタリストがすべての解析 

を拒否するというのは言いすぎであって，彼らはむしろ資本財の物的性質にもとづく過去からのコ 

ミットメントと，それに対する流動性との関連として，失業理論を捉えていると見るべきであろう。

「社会にとっては「固定」した投資が， このように個人にとっては「流動的」なのである。」

(ケインズ〔7 〕P . 153)

こうした点では，レイヨンフーヴド〔11〕の主張とかなりの類似した点を有している。

「水力学的（hydraulic)」ヶインジアンというのは，すでにこれまで教科言の上で十分親しんで 

いるところである。それはいくつかの経験的に安定した諸関係式を「戦略的（strategic)」に設定し 

その体系のフローの水量を測定するものである。：T水力学的」というものはクラインの「ヶインズ 

革命」〔9〕に従えば，たえざる流水の注入（injection)と漏出（leakage) の均衡というべきであろ 

う。この体系では経験的に安定した諸関係が特に重要である。たとえば消費関数はヶインジアンで 

はとりわけ重要な地位を占める。フリ一ドマン〔3〕もまた自己の貨幣需要関数の経験的安定性を強 

調しているのである。

ところで今日IS-LMモデルとよばれるものはどうであろうか。L M 曲線すなわち貨醉の需給均 

衡式を含むことから，経験的には必ずしもその形状について見解の一致を見るような性質のもので 

はない。L M 曲線についてはその形状についてさまざまの仮定がおかれる。この点で「水力学的」 

モデルの単純さとはいささかかけ離れているところである。

しかしいずれにせよr有効需要の原理」と通常よばれるように，需要の側に関心が持たれ，いわ 

ぱ総供給の弾力性構造を無視して，あたかも収獲不変の総供給曲線上で，総需要に順応した「数量 

調整」が行われる。これが特徴的なモデルである。今日むしろ問題とされているのは，現実の課題 

としての失業よりも （と同時に）インフレーシヨ ンの# 態であり，インフレーシヨンへのなんらか 

の対応可能な癸言•なしには，モデルの現実性が問われるところである。

マネタリストは新しい貨幣数量説を主張し，政策的に一見このような現実の状況に対応している 

かに見える。しかし後に述べるように，単純に物価や物価上昇率をr水力学的」モデルにF に代わ 

って導入しただけでは，その物価要因を含む関係がたとえある種の経験的記述であっても，少なく 

とも理論的根拠は薄弱と言わざるをえない。

「遺元主義」者については本論文の主要テーマではないから，あえて多言を用いない。要すろに 

主としてクラウア一 . レイヨンフーヴドの業績に負って’経済主体の行動をミクロの選択理論に遺 

元して考えようとするものである。その主たる根拠は，クラウア一の r再決定仮説」にあると言え 

よう。これはヶインズ経済学を不均衡理論と見なし，不均衡プロセスを価格の硬直性の下で数量調 

整として構想する。コディントン〔2〕自らに語らしめれば次のとおりである。

rそれは均衡状態を述べるものではなく，それを達成する問題に向けられる。それが問うのはヮ
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ルラスの競売人が円滑に遂行した仕享を，分権化した市場経済がどのようにしてある程度効果的

に行うことができるのだろう力S という問題である。この問題に答えるには，価格が経済条件に即

時的に順応しないような構造が必要であり，そのためにどのような時点でも価格は有効な行動の

指針たりうる力;，しかし価格の伝える情報は均衡への接近を十分には反映していないのである。J

水力学的モデルの特徴については，もう少し仔細に検討する必要がある。われわれの経済は企業

や家計の個々の経済主体の行動から成立っているという意味では，経済はすべてミクロの行動によ

って支えられていると言うことができる。しかしそれなら，水力学的経済学（以下マクロ経済学と称

す）はなにを決定しようとするのか。それはすなわちrマクロ経済指標」の決定である。国民所得

やG N P は一^̂3の定義上の構築物であって，やはり人為的指標である。今日ではケインズの「一般

理論」当時にくらべて国民所得の定義や社会会計の構成は，はるかに厳密に定義化されてはいる力:，

しかしやはり指標の域は出ないのである。ただ今日では国民所得というのはきわめて具体性を帯び

た概念であり， G N P ないしG N P 成長率などはほとんどの人がこれを信頼している。〔もっとも

国民所得は単に事後的生産の記録であって，国民所得の増加が必ずしも景気指標とは限らないこと

は，周知のとおりである。しかし，われわれは高度成長とか低成長ということで国民所得成長率を

かなりの程度長期の景気指標としていることも享実である。〕

これがマクロ経済指標の国民所得の「決定」とよばれるのは，この指標が人々に十分な信頼とそ

れを支える正確度（実は定義上の厳密さが増したことに他ならないのであるが）を植付けており，いわば

景気指標に代わって，人々にある種の経済的環境—— たとえば楽観的期待や悲観的期待，あるいは
( 1)

いわゆる一般的期待—— またはその変化を確信させているのである。

マクロ経済学の体系の理論ぽ成に再び目を転ずれば，それはケインズのいわゆるr基本的心理法 

貝IJ」すなわち消費性向を中心に組立てられているといっても過言ではない。消費関数は経験的にき 

わめて安定性の高い関数である〔それは所得のうちの大部分が消費支出に向けられるのであるから， 

それだけでも十分な統計学的安定性が保たれている〕。水力学的表現を用いれば新投資や政府牌入， 

輸出等は「注入」であり，貯蓄や租税，輸入等は「漏出」である。この注入と漏出との均衡におい 

て国民所得が「決定」される。

投資関数を考慮した際，安定したマクロ経済学的関係は投資関数によってモデルの説明力を大き 

く低下させるという意味で，それほど安定してはいない。実はマクロ経済学者の労苦はつねに投資 

関数と共にあったということができる。かつてさまざまな経験的投資関数が提案されたのであるが，

注 （1 ) H K 的期待General expectationはケアステッド〔9〕による。期待は将来に関する仮説である。現在の決定が及 

ほ’す将来の結果は客観的には不確実であるが，往々主体が彼の期待のあれこれにつ'̂、て主観的に確実であるかのごと 

く期待形成の仮説をつくることができる。期待は一般的期待と特殊的期待とに分類される。一般的期待が一般的と言 

われるのはマクロ経済数量についての期待であって，単独の企業特有のものではないからである。たとえば国民所得， 

投資，貯蓄，消費支出，雇用等の将来値である。期待の対象が一般的であるとケアステッドは言うが，しかしそれが 

主観的確実性を持つためには，マクロ経済学すなわち国民所得決定の理論があるからであろう。
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そのどれをとっても決定打はまず為かったのではないだろう力、。投資関数がこのように経験的に不 

安定なのはある種の理由がある。それは投資が長期的期待の変化を必然的に受容れるからであろ。 

一般的期待や楽観的ないし悲観的期待は大きく一挙にして崩れることがある。 レイヨンフーヴド 

〔10〕はやがて彼の「回 廊 （corridor)」仮説を予想させるかのように，ハーヴ;t ルモの著言の一節を 

引用している。

「現実的モデルの形(その方程式の形）がその変数のすべての値について同じである理由はない。

モデルの形は取入れられる変数の値の関数と見なされることがありうるという享実を直視しなけ

れぱならない。もしある変数の値がモデルの行動方程式が導かれる選択の基本的条件に影響を及

ほ’すなら，このことは普通に起りうるだろう。」

マクロ経済モデルは’ これらの消費. 投資関数その他の清造方程式と，いくつかの社会会計を記 

述する定義式とから成る。重要なことは変数が内生変数と外生変数とに分けられ，外生変数の変化 

が内生変数の変化を説明することである。〔この外生変数の数が多いことはモデルの説明力をいち 

じろしく削ぐことになるだろう。例えば投資をすべて独立投資とした場合がそうである。〕つまり 

現状ではマクロ• モデルは実は投資関数のように経験的安定性をほとんど保誰できないような関数 

形 〔構造方程式）を含んだままで，外生変数を政策変数とし，マクロ •モデルがいちはやく政策モデ 

ルに切り替えられたところに問題があるのである。もう一つ，実は投資と利子率との経済的関係と 

いう厄介な問題がある。その結果は，慎重な経験的配慮はわずかなアンケート調査に托したまま， 

マクロ政策モデルはフィスカル•ポリシー•モデルとして出発したのである。うらから見れば，rMo. 

ney does not matters」というのは，マクロ . モデルが貨幣一利子率一投資の不安定な関係を受容 

れにくい構成にあり，これを捨象したからである。たしかにヒックスのIS-LMモデルは，貨幣.実 

物の一般均衡モデルの体系ではあるが，マクロ経済学の経験的「水力学的」に安定したモデルとは 

言えないようである。

マクロ . モデルについてはいま一'^はたして乗数効果を通じてその社会会計的穴埋めをするこ 

とができるのかどう力〜ということがある。もしケインズが信じたように楽観的期待をかもし出す 

呼び水効果であるなら，乗数効果の永続性は期待しえないのではないか。すなわち期待が非弾力的 

であって，フィスカル . ポリシーは一時的効果にとどまるということである。あるいは一般的期待 

を変えて，投資すなわち被乗数に影響を及ぼすであろうか。

ただここでマクロ . モデルの政策モデルへの転化ということを取り上げたが，実はある意味では 

これは必然的でもある。つまり，かりに貨幣のfli給均衡が無視されたとしても，財政の赤字支出は 

貨幣を増大させるのか，それとも公債の市場消化によってまかなうのかは必ず問題になる。貨幣が 

どのような手段で発行されるのかはきわめて政策的だし，しかもこの想定なしには特殊の場合以外 

経済に及ぼす影響は異なるはずである。マクロ経済モデルは貨幣の発行手段を通じてそもそも政策

—— 42 (540)
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モデルなのであり，財政といえどもそれからまぬがれないでいる。

n

マクロ経済学は国民所得y (あるいはそれのみ）の 「名目」値を明示的に決定するモデルである。な 

るほど物値が不変なら名目値がただちに実質値を表わすかもしれない。しかしマクロ経済学では物 

価と数量を切り離すことは理論的に不可能である。以下この点について説明する。

ケインズは古典派の第1および第2 公準について述べ，「所与の労働量の下で労働の限界苦痛は 

実質賈金に等しい」という古典派の第2 公準を抛棄した。しかしながらその後第1公準ですら，実 

質責金の低下が廣用量を増加させるという形では，経験的に非現実的なことが指摘された。むしろ 

実質賃金の上昇とともに雇用量の増加が観察されているのであろ。

もしそうなら，古典派の第1公準もまた拋棄せざるをえない。それはどのようにして理論的に拋 

棄されるのであるか。

いま資本と労働とを二つの生産要素とし非自発的失業は資本ストックの遊休イヒを認めればよい 

のである。つまり望ましい資本ストックと現実の資本ストックとのギャップはそのまま放置される。 

労働の限界生産力は第1 に労働の留保価格の低下に直面し，第 2 に資本ストックの稼働率を高めて 

も，それは労働の限界生産力の適減を必要としない。もともと労働の限界生産力は所与の資本スト 

ックの正常な操業度水準において定義されるべきだからである。

か く して非自発的失業では，古典派の第1公準は第2 公準とともに抛棄されなくてはならない。 

いま下図において労働の需要供給曲線をそれぞれiS P お よびとしよう。 与えられた非自発的 

失業を含む雇用量N o の下では実質賃金は古典派の第2 公準 (itvlpdoよりは低くなりえないし，古 

典派の第1公 準 よ り 高 く は な り え な い 。

古典派の公準はたかだか

i w / p \ ^ ( . w / p )  ̂  i w / p ) 1 

を満たすにすぎないであろう。
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もしも当初の労働需給をクリアするような均衡実質賞金がたまたま与えられていても， 

それ自身は労働の需給をクリアする方向には作用しない。「実質」賃金は価格メカニズムに(よよら 

ず，当初の位置に所与としてあるのだから，それは不決定である。いま雇用量が増加するにしても， 

実質賞金の軌跡は（M；/ / 0 * のままとどまるかも知れず，経験上は低下することはありえないにして 

も，それがどこに決定されるかを言うことはできない。いわば少なくともこの労働の需給という部 

分的モデルに関するかぎり，物価と貨幣賃金は互いに独立に動くことが可能である。

もし実質賃金の決定になんらかの仮説を設定しようとするならば，それはケインズの相対実質賃 

金仮説のように，ある種の社会学的要因を持込まざるをえないであろう。

すでにクライン〔9〕のモデルから指摘されているように，われわれのフロー.チャートは消費 

および新投資すなわち総需要が国民所得F を決定し，マクロ生産関数から雇用量iVが導かれる。い 

ま古典派の第1公準が認められたとしても，所与の硬直的貨幣賃金の下で物価水準が決定されるの 

である。所与の貨幣量の下で物価水準が決定されるのではないのである。物価を決定するのは貨幣 

数量説ではなく貨幣賃金なのである。かくして物価とは賃金所得に对する賃金財の相対所得である 

にすぎない。

実質賃金の不決定ということは，図の中の労働需要供給曲線と雇用量とで与えられた領域の中で， 

貨幣賃金と物価が互いに独立な運動を保誰するものである。たとえぱフィリップス曲線を示そう。 

これは貨幣賃金上昇率と失業率との長期的経験法則で右下りの曲線である。しかしフリードマンの 

自然失業率仮説は期待均衡の下で長期的にはほほ’垂直のフィリップス曲線に回帰することを想定し 

ている。また最近のスタグフレーションにおける仮説は右上りの曲線をすら示している。したがっ 

て今日一般的な経験則についての合意があるわけではないのである。

物価が独立の運動をすることについては，適応的期待の仮設をとっても明らかである。価格のみ 

が期待値に対してその実現値を適応させる。価格期待は他の要因を考慮することなしに軌道修正を 

しつつそれ自身の運行をつづけてゆく。かつてフリードマン〔3 〕は名目価値を物値と実質価値と 

に分離する試みを行ったが，これは任意のバラメタ一による単なる機械的割振りにすぎない。

物価と貨幣賃金が不決定であり，マクロ経済学は名目価値の決定しか行うことができないとすれ 

ぱ，実質賃金はたまたま賃金財の物価指数をデフレートに選んだのにすぎない。賃金は労働用役の 

価格メ カ ニ ズ ム と し て の 役割を終り，賃金所得となる。したがって消費は消費支出であり，マクロ 

経済学は所得一支出モデルとなる。

貨幣賃金の変化がその他の安定的諸関係から独立であるためには， ケインズはさらに「賃金単 

位」という用語によって，短期的な分配率の一定を仮定した。賃金単位というのは，

r雇用理論を扱うに当り，私は二つの基本的数量単位—— 貨幣価値と雇用量—— とを利用する

ことを提案する。前者は当然同質である。後者もそうすることが可能である。なぜなら直接労働
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と間接労働とが大なり小なり固定した相対報酬を受取るかぎり，雇用量は通常労働時間当り雇用 

を単位に取り，特殊労働はその報酬に比例してウェイトづけをすれぱよいからである。」（ヶイン 

ズ〔7；! P. 41)

このことは，労働分配率が短期的には一定であることを意味する。しばしばマクロ経済学でマー

. アップ方式によって物価を決定する便法が取られるのは，これによるものとおもわれる。

分配率を一定と仮定する意味は，短期的に消費が総所得水準にのみ依存することを示すためであ 

る。いまバティンキン〔12〕の表式化を用い，貨幣賃金TT,雇用量iV, 賃金以外の可変費用項目の 

価格(?，同数量:Tとすれば，分配率は 

©7" /  ft =  const.

である。いま賃金単位をATTで定義すれば，まず総:供給側は，

総供給関数

Z=(j)ひわ

および ZニTvw+gr=0tw0ル

とから，賞金単位の総供給関数は 

Zw = Z(JkW') = N

かつ  = ニ N

だから，賃金単位の維供給関数の傾きは 

である。

同様に賃金単位の総需要をバチィンキン式に表示すれば，

IV  ニ  ZVW )
んは一定だから消費支出D tは線所得には依存しても所得分配には依存しない。なぜならいま消費 

性向（単純化のため限界=平均とする）を《とし，l > a > 0 とすれば，

の1 ニ © D  =  a Gt W0 iV

故に賞金単位の消費支出は 

Diw = aN 

総需要は新投資を£>2とすれば 

D = D i -\-D2 

で，賃金#位の総需要は
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Ihfr ニ  a N + j s
CkJV)

賃金単位の線需要と総供給は前ページの図のように描ける。

いま貨幣賃金を所与とすれば，貨幣貧金は不決定であっても，少なくともその引上げは物価を比

例的に引上げるだろう。短期的には実質賃金は一定である。これまた古典派の第1公準を抛棄した
( 2 )

理由なのである。

m

「一方に倾値の理論と分配の理論の間の経済学の分割，他方に貨幣の理論の分割というのは誤っ 

た分割だとおもう。思うに正しい二分法は，一方に個別産業間，企業間における所ふの資源の異 

なった用途における報酬と分配の理論，他方に全体としての産出高. 雇用の理論とである。個別 

産業ないし企業を総雇用資源一定の仮定の下で研究しているかぎり，またおそらく他の産業や企 

業を不変という仮定の下に研究しているかぎり，貨幣の重要な特性とは無関係である。しかし全 

体としての産出高と雇用を決定するのはなにかの問題に移行するや否や，貨幣経済の全き理論を 

必要とする。」（ケインズ〔7〕p. 293)

ケインズが値値の理論と貨幣の理論とを誤った二分法としたのは，貨幣が古典派の貨幣数量説の 

ように，相対® 格に対する絶対物価水準の決定ではないことを意味する。もともと硬直的物価の下 

で最終生産物という単一の生産物の需絵均衡を決定するような，単一の物価水準は不決定であるは 

ずである。われわれはさらに進んで物値の「相対価格化」を現実のインフレーションの理解ととも 

に考察すべきである。

相対価格化というのは価格の硬直性を仮定している。貨幣貢金の上昇によって（分配率の短期一定 

の仮定を導入すれば）物価は比例的に上昇する。この場合実質賃金は短期的に不変である。もし需要 

供給の相対シフトのために相対均衡価格が変化するとすれば，相対価格は価格硬直性のためにそれ 

は価格の上昇を通じてのみ現われる。もしこれをインフレーションと称するならぱ，相対値格の変 

化はインフレーションを引起し，インフレによってのみ実現される。しかしマクロ経済学では単一 

生産物の需給均衡であるから，物価水準は陽表的には現われないのである。なるほどピグウ効果は 

物価を陽表的に導入するであろう。しかしそれは最終生産物の物値水準ではなく，実は実質残高で 

示された「所得」効果であるにすぎない。非自発的失業を含むマクロ .モデルでは物価水準は不決 

定である。

ヒ ッ ク ス の IS-LM モデルでは完全雇用の場合，貨幣供給の増加は間接的に実質貨幣残高の供給

注 （2 ) 貧金単位の総:供絵関数が45。線であることに注意せよ。すなわち労働需要ミ生産物総供給であることを意味してお 

り，総供給は雇用に比例して上昇する力、ら，総供給関数は無視することができる。
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の減少と，これに伴うL M 曲線のシフトによって表現されるしかない。

物価の相対価格化が硬直的物価の下でインフレーションの様相を示すことは，かつて構造的イン 

フレーションと称されたことがある。われわれの理解では貨幣と物価との単純な関係ではありえな 

い。今後の課題は次の指摘に見出だすことができないであろうか（ハーン〔5〕）。

r相対賃金の変化は労働の再配分をもたらす最も効率的な手段であろ。これと貨幣賃金の切下げ 

への障碍を説明する前の議論とを結び合わせると，インフレ的展開は非インフレ的展開より有利

であることがわかる。......もしそうであれば，この結果のインフレーションを自然インフレ率と

名づける。自然インフレ率は合理的期待均衡の雇用に伴う最小インフレ率である0」

ここでは厚生分析的指摘ではなしに，硬直的価格の下での相対値格化，それに伴うインフレーシ 

ョンの指摘にとどめる。

IV

T. W .ハチソン〔6〕はマクロ経済学における「一般的」理論の限界ならびにそのアド.ホック 

性 （ad hocery)を強調した。それは最も厳密な意味の一般均衡理論に对比させての考えである力;， 

r この種ミクロ経済理論の最も完全な最も精密な適用は競争市場に限定され，競争に関する仮定 

は十分なる知識（Allwissenheit)のきわめて基本的仮定と相互に密接に関連している。 ……しか 

しマクロ経済学ないし貨幣的問題に近づくにつれ，やがてこの仮定は正当な単純化には見えなく 

なり，あまりに享実を曲げた単純化とおもわれてくる。」

ハチソンによれぱ，それは不確実性と誤まった期待力:長期投資決意に含まれるからであるが，よ 

り本質的にぱ「貨幣（経済)」の問題であるという。

彼のいうようにマクロ経済学のアド. ホック性が不確実性や期待にもとづくとしたならぱ，それ 

はマクロ経済学のどの部分に（ひそかに）はいり込んでいるのだろう力、。

ところでハチソンはケインズが「一般理論（the General Theory) J と自らの著言を称するのに 

対し，これとは区別された概念上の構築物（a conceptual framework)を取り上げる。これはむしろ 

消費性向，資本の限界効率，さらに国民所得や社会会計等の諸概念における定義的関係を一括して 

総称したもので， こうした概念上の構築物は残りえても，r一般理論」そのもののアド.ホック性 

は解消しえない。

「ケインジアンあるいはマクロ • モデルが依挪するのは正に情報ないし期待のアド.ホック性で 

なければならない。それらモデルが追求するのは麼史的正当性であり，なぜなら現実の史的状況 

下で関連する情報ないし期待は，かなりアド. ホックであるに相違ないからである。」

つまりミクロ経済学は現実の歴史的对fS物を持たない理論なのであり，もしこれをしも理論と称
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するならば，なるほどハチソンの言うように，ミクロ経済学こそ理論なのであろ。

ケインズこ そ r一般理論」の随所において期待や不確実性の重要性を強調している。しかし期待 

そのものの分析が明瞭であるとは言•い難い。ハチソンがマクロ経済学のア ド. ホック性を期待の問 

題に見出だしたことは，まことにもっともなことである。つまり第1 に期待の概念がいかに定義さ 

れ，分類されるかが，企業や個人の行動に重大な制約を加える。少なくとも明確な期待の概念が所 

与とされなくてはならないのである。第 2 に期待の形成についてはさまざまな仮説が生み出されつ 

つあるが，期待が他の主体の影響を受けるという期待の外部性は別として，少なくとも決定された 

国民所得指標によって一般的期待が酸成されねぱならないということである。もちろん一般的期待 

が個別経済主体に明瞭な行動指針を与えるものではない。国民所得概念そのものが期待の観点から 

は大きな限定を受けているのであるが，われわれは所与の期待の下でマクロ経済モデルを構成しな 

ければならないのである。

ケインズは期待を短期的期待と長期的期待とに分類する。企業ならぱ短期的期待は生産計画に関 

するものであり，長期的期待は固定投資に関するものであろう。しかし消費者もまた長期的な恒常 

所得についての消費性向と，短期的な変動所得についての消費性向とが区別されることが多い。さ 

らに期待を長期と短期とに分類したというだけではあまり意味がない。少なくとも短期的期待は一 

定と仮定しているのであるのか，反対に長期的期待を所与としているのであろう力んさらに先行き 

に関してケインズのS うように強気と弱気の投資家があるとすれば，先行きが現在の決意にどのよ 

うな影響を及ぼすのであるか。それは低い固定投資水準に現われているのだろうか。

ケインズは投資家の弱気について，しばしばspeculationという言ぱを用い，企業家の強気の発 

想であるenterpriseと対比させている。 反対に強気がenterpriseで，弱気がspeculationであ 

ってもよし、。 このようなことから長期的期待のspeculationについてはある種のconventionが 

形成されるようになる。これは長期的期待についての一般的期待が形成され，少なくともそれは所 

与であることを意味するものであろう。

ところで通常のマクロ経済学では，期待はどのように扱われているのだろう力、。 たとえぱいま 

conventionalな消費と新投資に関する総需要関数FニC + /を考えて，一定の新投資の下で消費 

が45°線を切るという衡状態を想定してみよう。かりに消費財生産が売れ残りを生じ滞貨すなわ 

ち意図しないプラスの在庫投資が生じたとしよう。

通常の教科書では次の時期で消費財生産は縮小するだろうから，国民所得F は減少するであろう， 

あるいは消費が意図しないマイナスの在庫投資を生じることがある。この場合にはi "は増加するで 

あろう。 このことがy の安定性を保証し，意図しない在庫投資がゼロの場合（ケインズの意外の利潤 

がゼロ）が均衡国民所得水準である。

しかしもし売れ残りが生じても，まだしぱらくは生産を続行するとしたらどうだろう力、。すなわ
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ち生産者は景気の落込みはほんの一時的だと判断し，生産の減少やレイ.オフの挙には出ないので 

ある。もしそうだとすれば，この「均衡」は総需要曲線と45°線との交わらない点で，すなわち 

4 5 °線との交点よりも高い所得水ipにとどまるかもしれない。

ケインズにおける均衡概念がきわめて特殊なものであることについては， すでにコディントン 

〔2〕が述べている。

r彼はとりわけ彼のモデルに内在する不安定性にとって論議したかったのであった。すなわち彼 

の興味の焦点は，均衡概念の常識的有効性のための条件を満たすべき均衡概念の正に欠落にあっ

すこ。 ......ケインズの方法を評価するにはアニメーション方式もまた必要である。所与の状況の下

で相対的に安定であると期待する理由があるときには，アニメーションは比較静学の方法に従っ 

て構成される。」

再びケインズに戻ろう。消費関数における低い限界消費性向は短期的期待がケインズの場合外生

的であるとされる所以である。消費は外生的期待による長期的資産（人的資産を含む）とその収益と

に依存し，したがって現在消費からは不変である。しかし反対に，もし意図しない在庫投資が発生

し，かつ短期的期待が外生的であったとしたら，少なくとも短期的には生産者は生産を増加または

減少しようとはしないだろう。したがって一時的な景気の落込みと生産者が判断すれぱ，生産者は

生産を続行し，しばらくは売れ残りは放置するはずである。このように，外生的期待一^̂Pをとって

も，われわれはマクロ経済学にとって必要な了解には達していないのである。

もう一つ例をあげれぱ，ピグウ効果は実質残高にもとづく支出効果であるが，もし消費に対する

短期的外生的期待を仮定したらどうであろうか。物価の短期的上昇は実質資産残高を減少せしめ，

ピグウ効果は支出を削減する方向に作用するが，これは消費の短期外生的期待（あるいは恒常所得仮 
(4)

説）とは矛盾する。

要するにわれわれが短期と言い長期と言った場合，それは期待に関してなにを意味するのか。あ 

るいはそのいずれかを外生的に取扱うとした場合，はたして矛盾は生じないのであろう力、。

乗数効果は不均衡拡大的数量調整という形で定式化されているのであるが，乗数効果が十分に作 

用するためには期待に関してどのような条件が必要なのであろう力、。ケインズをめぐろ「一般理論J

注 （3 ) レイヨンフーヴド「ピグウ効果は実質消費支出に関する効果である」（邦訳，p. 353)また r実質残高の增加は，そ 

れが貨幣の注入によるものであろうとデフレ一ションによるものであろうと，利子率を低下させることによって 

のみ. そしてそれを通(^(：総需要に影響を及ぱすことによってのみ，雇用に对して重要な効果を及ぼしうるというこ 

とを，ケインズが考えていたことは確力、であるoJ (邦訳，P. 353)。なおレイヨンフーゲドの説は以下のようにIE明 

することができる。ピグク効果を古典派の貨幣需給関数の下で，すなわち利子率に関して流動性選好が完全非弾力的 

な場合について見よう。この場合，貨幣賃金の国民所得に及ぼす効果，貨幣供絵の国民所得に及ぼす効果はいずれも 

ピグク効果から独立であることによってIE明される（大熊一郎「フィスカル.ポリシーの理論構造」1963, P.64)。

厂ピグウ効果が有効であるための必要性は，貨幣需要が流動性選好にもとづく資産貨幣需要を含むこと，すなわち貨 

幣需要のニ元性である。」
( 4 ) この指摘は D. Gale, Money in equilibrium (1982)による*
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のアド . ホック性は，正に期待に関しての広い了解なしに「水力学的」経済学を発達させたのであ 

る。「マクロ経済学」においてハチソンがrやがてこの仮定が正当な単純化とは見えなくなり，あ 

まりに享実を曲げた単純化とおもわれてくる」と言うとき，もしその動機が期待に関してのもので 

あったとすれば，正に正鶴を射たものと言えよう。

V

ハチソンは続けていわく。

r ケインズ一般理論以後のマクロ経済学の主たる展開は，少なくともある点では，経験的には一 

般理論とは対照的な，反革命的主張ないし再主張であった—— すなわち貨幣数量説これである。」 

そこで問題を貨幣数量説に向けて，ハチソンの主張するマクロ経済学のアド. ホック性について， 

その妥当性を検討してみよう。

第 1 に，貨幣数量説は貨幣の需給均衡式である。それは，（1)貨幣の需要関数，（2)貨幣の供給関数， 

(3)貨幣の需給均衡の3個の方程式から成っている。貨幣需要関数の経験的安定性を主張するフリー 

ドマンは，その意味で貨幣数量説のアド. ホック性を表明している。同時に貨幣の供給関数につい 

て，われわれは学説史的にも多くの議論を積重ねてきており，むしろこの方の開発が望まれる。し 

かしはたして貨幣数量説はハチソンの言うa conceptual fram ew orkではないのだろうか。 もし 

そうだとしたら，つまり貨幣数量説が単純な定義式だとしたら，それは反革命的主張などではあり 

えない。

第 2 に，貨幣数量説はしばしばマクロ経済学に対し，その理論的前提において互いに相容れない 

ものを持つということで，古典派対ケインジアンの対立を際立たせるのに役立ってきた。マクロ経 

済学が持つアド. ホック性は二つの相矛盾する理論の対立というものをはたして認めることができ 

るのだろうか。マクロ経済学の基本的性質はすでに物値水準の相対価格化でも強調したように，物 

価の硬直性にある。所与の物値水準の下で単一の最終生産物の需給均衡は，実は当然物価は不決定 

という意味では，需給不均衝であった。ところが反対に価格の伸縮性というのはあらゆる価格の即 

時的調整を含んでおり，それには，（1)完全競争市場に競売人がいて，（2)競売人が均衡価格を見出だ 

し実際に取引が行われてはじめてストップ. ウォッチが押されるのであり，その意味で即時的なの 

である（し ハ リス〔4〕）。 アド . ホ、ック性がもしわずかたりとも現実的な意味合いを含むかぎりで 

それをアド• ホックと認めるとしたら，それはそれで止むをえない。もしそうなら，経済学にはお 

よそ理論的対立などはありえないはずであり，仮説の経験的妥当性のみが問題なのである。

第 3 に，マクロ経済学のアド. ホック性を強調するあまり，マクロ経済学との対比をもってする 

に，完全予見の完全競争市場を他方の極に置くことは，はたして妥当であろう力、。もしそうなら，
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ケインズ自身が「一般理論」で述べているように（〔7〕P. 378),

r もしわれわれの中央の統制が完全雇用をできるだけ実際に近い形で対応する産出高総額を実現 

するのに成功したならぱ，この時点から古典派理論は自らの途にもどる。」

しからぱ古典派のミクロ経済学は完全雇用時点で復帰するのであり，マクロ経済学は一種の不均 

衡局面にすぎない。

硬直的価格の下で，ケインズ経済学は遺元主義的側面を持っていることはすでに触れた。ケイン 

ズの言うように，一旦完全雇用に到達するや否や，われわれは資源配分理論の局面に直ちに突入す 

るのであろうカシA llw issenheitの完全モデルの下では，ミクロ経済学は資源配分の規範的理論た 

りうるのであるとすれぱである。

しかしもしそうでなく，遺元主義者の言うようであれば，われわれは完全雇用達成とともに資源 

配分の理論にもどる必要はないのであり，またもどることはできないのである。つまりアロケーシ 

ョン問題は無視した上で，なおかつミクロ経済学を論じなけれぱならない。享実ケインズ経済学の 

ミクロ的基礎と称せられるテーマは，単なる価格硬直性の仮定ではなく，アトミスティックな（ワ 

ルラス的ではない）経済主体がどのような合理的行動をとろうとするかを問題としている。たとえば 

個々の主体が多かれ少なかれ独占的要素を持つことから導かれる屈折需要曲線の仮説，あるいは一 

時的均衡におけるマーケッティング. コスト仮説等々であろ（根岸隆，ナガタニの諸氏の著*を参照せ 

よ）。 ハチソン流に言うならば，これらはすぺてアド. ホックなミクロ経済学なのである。また適 

応的期待関数と同^*に，合理的期待をr先行き折込み済み」の期待調整関数として見るとき，合理 

的期待仮説のアド. ホック性もまた否定することができない。

かくしてもしマクロ経済学に対してアロケーシヨン問題に理論を提供しうるr ミクロ経済学」を 

のみ対比させるとすれば，それは妥当ではない。経済学はまた多なるアド. ホックなミクロ経済 

学をも受容れる寛容さが必要なのではなかろう力ん

もちろん現実の経済は日々取引が行われ，その体系の運行は決して無秩序なものではない。この 

ことは古典的なミクロ経済学に対し新たなcoordinationの問題を提起するであろう。 レイヨンフ 

ーヴド〔11〕力’、「有効需要の失敗」 と称するのは正にこのcoordination問題なのであった。厂そ 

れは経済システムの自己規制能力の問題であり，full coordinationとは単に市場がクリアされる 

ことで，有効なアロケーシヨンは意味しないo J ただし有効ぎ要の失敗がただちに貨幣交換経済の 

問題なのかは，私には明らかにしえない大きな問題である。

わずかに問題点をいくつか絞ってみれば，第 1 は市場がクリアされるという，クリアの意味であ 

る。還元主義者が「還元」'する選択の理論が，いくつかのアド.ホックな仮定の関門をくぐって需 

要供給関数に「復元」されたとき，需要供給曲線の構築は伝統的選択の理論からの構築とは異なる 

はずである。にもかかわらず需給の一致をもってクリアされると見る意味は一体なんなのだろう力、。
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もし労働の需給が所与の雇用量の下でしかも実質賃金は不決定だとしたら，労働需給のクリアとは 

何だろうか。またたまたま労働需給が（伝統的な意味で）均衡実質賃金の下で完全雇用を実現したと 

しても，その場合のクリアとはなにを意味するのか。クリアさるべき需給とはおそらく非経済学的 

ななにものかであるだろう。

第 2 にわれわれはワルラスの競売人なき市場で，はたしてfull coordinationに到達できる必要 

十分な情報をどのようにして得られるのだろうか。かりに競売人なき経済でしかも完全予見の仮定 

を外し，より現実的な競争経済に接近したとき，価格伸ぽ性ははたしてどれだけの必要な情報を提 

供するのだろう力、。

〔付' 記〕

私のこれから言いて見たいテーマは，一般的期待にもとづいてある種のconventionalな期待均 

衡が（厳密な意味ではなく）成立しているということ，それなしに経済の秩序立った運営はむずかし 

いということである。このような期待均衡はconventionという語の語感からは必ずしも悲観的• 

楽観的どちらもありうるであろう。

問題はこのような期待均衡が一旦崩れるとき，それは相応の不安定要因をもたらすだろうという 

ことである。それはこれまでの期待の変更と同時に人々の行動そのものが不安定化要因たりうる。 

なぜなら生産者は競って生産を縮小し投資を削減するだろうし，消費者はいっそう貯蓄率を増加さ 

せるであろう。要するにr合成のバラドクス」がこの時点から始まる。これがレイヨンフーヴドの 

「回廊」かどうかはまだ仔細に点検しなければならない。あるいはハロッドのG ととの関係も 

期待均衡の観点から注目すべきであろう。

われわれの経験したオイル. ショックは景気循環の中期的局面の変化などではなく，まさに期待 

均衡の崩壞だったともいえる。
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